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〔研究ノート〕

フランスのデイスクロージヤー制度における証券取引委員会の役割
一株主総会時の情報の整備（７.完）－

大下勇

目次

Ｉはじめに

Ⅱ株主総会時の情報に関するＣＯＢの基本的活動

1．ＣＯＢの活動の概観

２．ＣＯＢの基本的活動

（以上第29巻第４号）

ⅢＣＯＢ設立以前の法定公表制度の改革とＣＯＢ

による改革

１．１８０７年商法典と株式会社設立の認可制度

２．１８６３．６７年の改革とその特徴

３．１９３５．３７年の改革とその特徴

４．１９６６年の改革とその特徴

５．ＣＯＢによる改革とその特徴

（以上第30巻第１号）

Ⅳ上場会社の株主総会の活性化に関するＣＯＢ

の活動

ｌ・フランス企業の支配構造と企業の姿勢

２．フランスにおける個人株主の特徴

３．個人株主の総会参加と株主総会の形骸化

４．上場会社の株主総会の分散化・早期化

５．上場会社の株主総会に対する個人株主の関

心喚起

（以上第30巻第２号）

Ｖ上場会社の年次報告書の整備

１．ＣＯＢ設立以前のフランス企業の年次報告

書の法規制

２．ＣＯＢ設立以前のフランス企業の年次報告

書の実践一企業の事例分析一

（以上第30巻第３号）

３．ＣＯＢ設立以降のフランス企業の年次報告

書の法規制

（以上31巻第１号）

４．フランス企業の年次報告書の改善とＣＯＢ

の役割

（以上第31巻第２号）

Ⅵ株主総会時の情報の改善におけるＣＯＢの役

割一むすびに代えて－

１．現在・将来株主のニーズ志向

２．会社法会計規制における配当規制と開示規

制の分化

３．連結計算書類の重視と情報化・国際化への

対応

（以上本号）

Ⅵ株主総会時の情報の改善におけるＣＯＢ

の役割一むすびに代えて－

以上，フランス企業の「株主総会時の情報」の

改善におけるＣＯＢ（フランス証券取引委員会）の

活動を考察してきた。これら活動からその特徴を

抽出し，フランス会計デイスクロージャー制度に

おけるＣＯＢの役割を検討してむすびに代えたい。

１．現在・将来株主のニーズ志向

まず，第Ⅱ章「株主総会時の情報に関するＣＯ

Ｂの基本的活動」では，ＣＯＢの設立時から現在

までの活動を概観し，これを次の３つの活動に分

類できることを明らかにした。すなわち，

、法定公表Nil度の運用状況の調査・改善：公表

制度の運用状況を調査し，その問題点を析出

して会社法改正案として提案した（例えば．

1970年の会社法改正案)。

、株主総会の活性化と早期開催化：経営者の意

識改善，株主総会の欠席原因の解決

・年次報告書（年次ブラケット）の整備：年次

報告書の主要伝達媒体化，内容の改善，公表

の迅速化

さらに，これらを企業と株主・一般公衆（投資

家）との間での有効なコミュニケーション・シス
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ズを考慮した報告書づくりを推進した。また，企

業経営者の情報開示に対する意識を改善するため

に，株主総会の活性化，コンファレンスの開催を

実施してきたのである。第Ⅳ章と第ｖ章は，以上

の観点からＣＯＢの活動を分析したものである。

第Ⅳ章「上場会社の株主総会の活性化に関する

COBの活動」では，ＣＯＢによる株主総会の活性

化のための活動を考察した。これにより次の点が

明らかとなった。

・フランス企業の支配構造の分析：．情報開示や

株主総会の活性化に関する企業の取組みは経

営者自身の姿勢に大きく依存していた。

・個人株主の特徴の分析：年齢は成年層が少な

いのに対して55歳以上の高年齢層の割合が高

い。職業は退職者が著しく高い。保有会社数

は２社以上の株式保有のケースが６割以上。

地理的分布は５割以上が地方在住であった。

・フランス上場企業の90％近くが12月31日決算

の企業。その70～80％の企業が株主総会を６

月に開催。約60％が６月の第３週～第４週に

開催した。

このため，ＣＯＢは，企業の株主総会時の情報

政策の消極性が株主総会の形骸化に原因し，株主

総会の形骸化は個人株主の欠席がその主要な原因

の一つとなっていること，そこで，ＣＯＢは，個

人株主の総会出席を促進し，総会を活性化するこ

とを目的として，株主総会開催時期の分散・早期

化，株主総会の魅力化等に関する種々の勧告・指

導を実施してきたことを明らかにした。

最後に，第Ｖ章「上場会社の年次報告書の整備」

では，ＣＯＢの企業年次報告書の整備に関する活

動を分析した。まず，第１節で，ＣＯＢ設立以前

の企業の年次報告書の法規制及び実践を検討し，

次の点を明らかにした。すなわち，

「年次報告書」自体は法規制の対象になってお

らず，年次報告書収容の各報告書・書類が法的に

規制されてきた。

・1867年商事会社法制度：理事会報告書の作成・

提出義務なし。監査役による活動と幹部のチェッ

クに関する報告が中心であった。

・１９３５．３７年デクレによる改正：理事会報告書

が規定された。これは「資金運用の委託者と

しての株主に対する事業経過と結果の報告」

テム樹立の観点から整理できることを明示した。

次に，上記３つの活動の意義と相互関係を明ら

かにするために，第Ⅲ章「ＣＯＢ設立以前の法定

公表制度の改革とＣＯＢによる改革」で，ＣＯＢの

推進する法定公表制度の改革がＣＯＢ以前の改革

と比較してどのような特徴を有するかを検討した。

その結果，次の点が明らかになった。すなわち，

・ＣＯＢ以前の法定公表制度の改革：法的規制

を中心とした公表制度の枠組みの設定・拡大。

公表制度の改革は法的規制に適する領域に対

して実施した。例えば，制度的な情報伝達を

確保する上で必要な公表主体，作成・公表書

類（内容は非法定)，公表期限・期間，公表手

段，公表対象等の重要項目の法定である。

・ＣＯＢによる法定公表制度の改革：公表制度

の法的枠組みを前提としながらも，従来の法

的規制中心の改革で達成されなかった公表制

度あるいは公表情報の有効化を，主として法

的規制以外の手段を用いて実施した。

ＣＯＢの改革には，従来の法的規制に適する領

域の改革だけでは，公表制度ないし公表情報を真

に有効なものとすることができないという基本的

認識が存在する。

これにより，ＣＯＢの法定公表制度の改革は，

法的規制に適する領域だけに限定されるものでは

なく，公表制度や公表情報の有効化にとって重要

な領域を認識し，この領域では「勧告」と「指導」

という非法的規制を用いた改革を実施してきたこ

とを明らかにした。公表制度や公表情報の有効化

にとって重要な領域とは，例えば，「株主総会の

活性化｣，「経営幹部の情報開示に対する意識｣，

｢年次報告書の作成・公表指針の確立と定着化」

等の領域である。

従来の法定公表制度の改革は法規制の面からこ

れを強化するものであったが，実際には，公表情

報の有効性に問題があった。ＣＯＢは，これ以上

法的な規制を増やざないで，なんとか上場企業の

公表情報の有効,性を高めることができないものか

と考えた。

そこで，「株主総会時の`情報」の領域では，公

表情報の報告対象を明確化してこれを「現在．将

来株主」に定め，主要情報伝達媒体として企業の

｢年次報告書」を中心に据えてこれらの`情報ニー
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の役割が見られた。

・1966年商事会社制度：従来の「資金運用の委

託者としての株主に対する事業経過と結果の報

告」の役割に加えて，将来株主たる「投資家へ

の情報提供」という新たな役割が理事会報告書

に課せられた。

これに対して，実践では，法令規定の各報告書・

書類を収容した「年次報告書」が作成されていた。

・1867年法律iliI度下の実践では，企業は理事会

報告書を含めて年次報告書を作成していた。

しかも，理事会報告書は「資金運用の委託者

としての株主に対する事業経過と結果の報告」

の観点から報告されていた。

・1935年改正後の実践では，1950年代に入って

大きく変わった。「投資家への情報提供」を

意識した年次報告書作りが実施された。年次

報告書を「情報利用者に対する会社情報の主

要な伝達媒体」として用いた。この場合の情

報の主要な利用者は「株主」「投資家」であっ

た。

このように、法規制・実践の両面で，「現在株

主」から「現在・将来株主」の情報ニーズの考慮

への移行という特徴が見出され，しかも，一部の

大企業の実践が常に法規制に先行してきたことを

明らかにした。

第２節では，ＣＯＢ設立以降の年次報告諜の法

規制を1966年商事会社法との関連で考察した。年

次報告書収容の各報告書・書類の法規制は，１９８０

年代に入って，ＥＣレベルでの会計規制の調和化

の影響を受けて，次の点に重大な変化が見られた。

すなわち，

・理事会報告轡：営業報告書として，法定の一

般的記載事項と特定記載事項の明示。株主・

投資家を中心とした情報利用者の「主要情報

伝達媒体化」（従来の規制及び実践に見られた特

徴)。

・会計監査役報告書：「誠実な概観」の導入に

よる会計監査人の専門家としての判断の重要

性増大。

・年次計算瞥類：詳細な計算規定の設憧，「誠

実な概観」の導入と「注記・附属明細書」の

重要性，利用者志向性，及び経営幹部の責任

増大，連結計算書類の作成義務づけ

これにより，年次報告書収容の各報告番・書類

の法規制は，従来一部に見られた「現在・将来株

主」を中心とした利用者志向的法規制を大きく拡

大したものであることを明らかにした。

第３節では，企業年次報告書改善のためのＣＯ

Ｂの活動を考察した。この結果，次の点が明らか

になった。すなわち，

・株主総会時の情報の重視と情報利用者のニー

ズ志向

・主たる利用者としての現在・将来株主の措定

・主要伝達媒体としての年次報告轡

・年次報告書の作成・公表指針の確立と定着化

ＣＯＢは企業年次報告書を現在・将来株主に対

する総合会社情報の中核的伝達媒体とし，年次報

告書自体の改善・整備に注力してきた。そこで，

COBは，法令規定を解釈・補完して，現在・将

来株主の'晴報ニーズを考慮し，それに応えるため

に必要な情報を記載した年次報告識作りを勧告し

てきたことを明らかにした。また，ＣＯＢの年次

報告書の作成・公表指針のいくつかは，第２節で

分析した1980年代の法規制に繋がっていることを

明らかにした。

以上のＣＯＢの活動から，「株主総会時の情報」

の有効性を改善するために，「現在・将来株主」

の情報ニーズを志向してきたことがその重要な特

徴として挙げられる。この「現在・将来株主の情

報ニーズ志向」を基礎に，法令規定の必要な改正

案の提案，特に連結計算書類の法制化，情報開示

の重要性に対する企業経営者の意識改革とそのた

めの株主総会の活性化，これらの情報ニーズを強

く意識した年次報告書の作成・公表指針の確立と

定着化を実施してきたのである。

以上の特徴を有するＣＯＢの活動は，会社法に

おける配当規制と開示規制の分化，とりわけ上場

会社に係る開示規制と配当規制との分化を促進し

た。以下，この点について検討してみよう。

２．会社法会計規制における配当規制と開示規

制の分化

（１）1807年商法典における会計規制

まず，1807年商法典の会計規定から検討する。

1807年商法典はすべての商人に適用された。その
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最大の関心事は，裁判上の訴訟を解決するさいの

証拠の重要性・取扱いにかかるものである。これ

が当時の会計規制の目的，適用領域・態様を説明

するといわれている《')。それに関わるものが第１２

条の「裁判官は，正規に調製された商業帳繍を商

人間における取引事実の証拠をなすものとしてこ

れを採用することができる｡」の規定である。

この証拠に関連した商業帳簿としては，日々の

債権・債務，商取引，手形の引受・裏書等を記録

する日記帳，受け取った信書と発送した信１$の謄

写（第８条)，および動産，不動産，債権・憤務

に係る財産目録（第９条）が措定された。

貸借対照表は，同第471条に「貸借対照表は，

債務者のすべての動産および不動産の列挙，およ

び評価，債権および債務の在り高，損益の表，収

支の表を記載しなければならない｡」と規定され

た。これから，貸借対照表は棚卸しによって特別

に作成された一覧表であって，会計によって誘

導的に作成された轡類としての性質を有していな

かった。

以上が1807年商法典の会計規制である。そこで

は，財産目録を始めとする商業帳簿，貸借対照表

の作成が裁判上の訴訟を解決するさいの証拠に関

連するものとして規定された。

則主義化に伴って，純利益からの一定金額の積立

義務が課せられた。すなわち，

⑤毎年，純利益（b6n6ficesnets）からの少な

くとも１／20の控除とこの積立金への組入義務

（何法律36条①)。

⑥当該控除の資本金のｌ／10に達するまでの積

立義務（同法律36条②)。

がこれである。この義務は，利益から一定金額を

髄立てることにより，配当iliI限を行う「配当規制」

である。

このように，1867年会社法では，開示規制と配

当規制の両面から規制が行われた。しかし，開示

規Ilillでは計算惑類の具体的な作成基準には触れら

れず，また，配当規制においても，純利益をどの

ように算定するのか等具体的な配当可能利益計算

を示しておらず，一定金額の積立を強制するだけ

の極めて簡単な規Ilillであった。

実践では，財産目録が配当利益算定の基礎となっ

ていた。すなわち，その積極項目と消極項目との

差額が利益と考えられ，配当計算は当該数値を基

礎に実施された。この意味では，上述「財産目録」

の作成義務が配当利益計算と密接に結びついてい

る。しかし，法律が配当利益計算の規定を具体的

に明示しなかったことは前述のとおりである。

（２）1867年会社法における会計規制

1867年会社法では，既述のとおり，株式会社設

立の免許主義から準則主義への移行に伴って，株

主に対する計算書類の作成と株主総会前一定期間

の開示義務及びそれらの総会提出義務が課せられ

た。すなわち，

①３ケ月ごとの穣極・消極の状況の要約的報告

書の作成義務

②年次の財産目録，貸借対照表，損益計算響の

作成義務

③財産目録と貸借対照表の総会前２週|Ｍ１の会社

施設での開示義務

④財産目録，貸借対照表，損益計算書の株主総

会への提出義務

がこれである。これら義務は，「現在株主に対す

る受託責任の履行」という意味で「株主保護」を

目的とした開示規制である。

さらに，1867年会社法では，株式会社設立の準

（３）１９３５．３７年デクレの改正による会計規制

１９３５．３７年デクレの改正は，会社幹部の不正に

対する株主・投資家保護の強化を目的として実施

されたことは既述のとおりである。すなわち，世

界的な大恐慌の影響を受けてフランスでは企業倒

産の増加，株式相場の暴落等が生じ，これに不正

配当等会社幹部の不正行為の問題が加わって「投

資家の市場離れ」が生じた。これを食い止めフラ

ン防衛を図るためには，「貯蓄の安全性」を確保

することが必要であった。そのために，不正配当

等の会社幹部の不正行為を規ililL，「株主・投資

家」を保護する必要があったのである。

1935.37年デクレの改正によって，作成書類の

拡大，会計譜:類作成の公正化公表書類・時期の

拡大，監査役監査の強化，会社の取締役・監査役

に対する罰則の強化が実施されたことは既述の

とおりである。すなわち，

①従来の計算脅類の作成と総会提出に加えて，
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理事会報|｣両Iﾄﾞの作成・提出の新たな義務づけ

②従来の財産'三|録と貸借対照表の総会iii２週ⅡU

の会社施設での|;'１示制度において，｜;M示齊類と

して損綜計算i1l:とすべての株主総会提111諜類の

追加

③年度中の過去３年間の総会提出iII:類と総会議

事録の閲覧椎と謄写権の付与

④計算書類作成にあたって同一の評IiIli方法と表

示形式の継続適)|]を要請する「継続性原則」の

法規定への灘入

⑤監査役による財産目録と貸借対照表の「正規

性」と「真実性」の証明の義務づけ

⑥「継続性原!!Ｉ」違反，総会前開示及び年度『'１

開示を怠る会社幹部に対する罰金

⑦虚偽情報に関して監査役に対する禁固ないし

罰金

である。以上の措悩は，いずれが開示規ilillでどれ

が配当規制に関わるものかは明確でないが，前三

者が開示規制に関わっていることだけは確かで

ある。

前述のとおり，実践上，配当可能利益計算は財

産目録を基礎に実施されていた。その際，特定の

財産のみを記減した不完全な財産目録，評価方法

を頻繁に変更した財産目録等が見られ，このよう

な経理操作を通じて擬制配当が行われた。

「継続性原則」の導入は同一の評価方法を継続

適用させることにより，不正の経理操作を排除し，

擬制配当を規制するものである。この意１床では，

配当規制に関わっている。他方，同一表示形式の

継続適ﾊﾘは開示規ilillに関係する。

会社幹部と艦在役に対する罰則強化は，開示規

制と配当規IlillのiiIii面に関わっている。すなわち，

開示義務を怠る粋部，継続性原則違反の幹部，虚

偽情報を故意に提供ないし追認した監査役への罰

則である。

このように，１９３５．３７年の改正は，不正配当の

防止を目的として，,情報開示・配当利益計算両面

から一体となって規制が実施された。まず，開示

規制では開示の轡類と期間・時期の拡大，継続,性

原則の導入，開示義務の罰則強化等，開示面から

の「株主保護」が強化された。しかし，この場合

の開示規制は「現在株主」に対する開示に限定さ

れたことに注意しなければならない。また，配当

規iillでは，｜;M示規制と連携をとって，「継続性原

則」の蝋入，Ｉｉ１ＨＩ規定の強化等の不112配当の防止

のための橘Ii(iがとられた。しかし，この配当規制

は．依然として具体的な配当可能利締計算を明確

に規定しなかった。

（４）1966年商事会社法

1966年i綱#会社法は，企業の近代化．国際化の

要請に応えて，主としてディスクロージャー制度

の拡充，職業会計人による会計監森の強化を目指

すものであったことは既述のとおりである。これ

により，配当利益計算とは直接関係を有しない投

資家への「投資情報」の提供という観点が付与さ

れた。

すなわち，総会提出書類の明確化と会計監査役

への提出期限の早期化株主総会前の開示制度の

拡充，株主総会後の開示制度の新設，会計監査役

監査制度の拡充，計算規定の拡充がこれである。

まず，開示規制に関わるものとして次のものを挙

げることができる。

株主総会提出書類の明確化と会計監査役提出

期限の早期化：

①作成義務のある会計書類の榊成が，従来の財

産|]録，損益計算書，貸借対照表から財産目録，

一般経営計算書（当期業績主義損益計算書)，損

益計算餅，貸借対照表に変更

②これら書類の会計監査役への提出期限が総会

の40Ｈ前から45日前に早期化

③理事会報告書の会計監査役への提出義務の明

硫化とその提出期限の早期化（総会の20日前ま

で）

④理事会報告書の内容の一般的lⅢ示（経過年度

の当社の活動，子会社の活動，当該活動の成果，実

現した進歩，遭遇した問題，将来の見通し）

株主総会前の株主に対する開示制度の拡充：

⑤会社施設での開示情報（財産目録を除いて謄写

権を伴う）として，従来の財産目録，貸借対照

表，損益計算書及びすべての総会提出書類をさ

らに具体的に特定・拡大し，これら会計書類に

一般経営計算書を含め，理事会・監査役会構成

員名撫と他社役員兼務の情報，理事会報告書，

会計監査役報告書ないし監査役会報告書，議決

案の条項と理由書，理事会ないし監査役会構成
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員候補者の情報，役員報酬額（従業貝数200入超

の企業の場合役員上位20人の報酬額)，最近５年度

の財務成果一覧表を規定（1966年商事会社法168

条と1967年デクレ135条）

⑥委任状送付に伴う直接送付制度を新設し，直

接開示情報として，総会の議事日程，議決案条

項，会社活動の要約的報告書（最近５年度の成

果一覧表を添付）が規定され，同デクレ135条規

定の情報の送付請求用紙の添付を義務づけ（同

デクレ133条)。同デクレ135条規定の情報は上記

情報のうち財産目録と役員報酬額を除いたもの

である。

⑦株主の請求に基づく直接送付制度（総会招集

状発送日から総会開催日の５日前までの期間）を新

設し，直接開示情報として，デクレ133条と135

条規定の情報を規定。

株主総会後の株主・一般公衆に対する開示制

度の新設：

③商事裁判所書記課での計算書類の閲覧制度

（すべての株式組織の会社に適用）を新設し，当該

施設での株主・一般公衆に対する間接開示書類

として，当期の貸借対照表，損益計算書，一般

経営計算轡を規定。

⑨法定公告公報での株主・一般公衆に対する公

告制度（一定規模以上の上場会社に適用）を1959

年２月４日オルドナンス及び1965年11月29日デ

クレより引継ぎ，間接開示書類として，当期の

貸借対照表，一般経営計算書，損益計算書，当

期末の保有有価証券明細表を規定。

会計監査役監査制度の拡充：

⑩会計監査役の資格，人数，任務，報酬の明確

化Ｊ株主による忌避権，総会による解任権，会

計監査役に対する訴訟提起権の付与

1966年商事会社法では，当期純利益の算定と配

当可能利益の算定に関して，以下の規定を設け，

処分可能利益の算出プロセスを明らかにした。す

なわち，

⑪減価償却計算（同法342条）

⑫引当金計算（同法343条）

⑬創立費と新株発行費の償却（同法343条）

⑭純利益は一般費およびその他の費用－これに

は減価悩却費と引当金繰入を含む－を控除した

年度の純収益が純利益（b6n6ficesnets）を椿

成（同法344条～346条)。

⑮処分可能利益（b6n6ficesdistribuables）は，

当期純利益一前期繰越損失一（法定積立金繰入

額十定款規定の積立金繰入額＋任意積立金繰入

額）＋前期繰越利益（同法347条～350条）

⑯資本金の１０％に達するまで純利益の５％を法

定献立金繰入額（r6servesl6gale）として毎期

積み立てる義務（345条１項と２項)。

任意祇立金繰入額（r6servesfaculatives）は，

｢用心基金（fondsdepr6voyance)」「一般積立金

(r6servesg6n6rale)」「自由積立金(Iもserveslibre)」

の名前で積み立てられるものである。

以上，1966年商事会社法では，配当規制におけ

る引当金，減価償却，繰延資産の規制および処分

可能利益の定義等，重要な規定が見られるものの

開示規制の大幅な拡充がその特徴として指摘され

る。しかも，従来の開示規制が「現在株主」だけ

を対象としていたのに対して，1966年法の開示規

制では，「株主・一般公衆」すなわち「現在・将

来株主」あるいは「株主・投資家」への･情報開示

を目的とした開示制度が大幅に拡充された点が重

要である。

まず，理事会報告書の内容が一般的な表現なが

ら明示された。すなわち，経過年度の当社の活動，

子会社の活動，当該活動の成果，実現した進歩，

遭遇した問題，将来の見通しである。これら記載

項目は，最近５年度の成果一覧表と併せて，「現

在株主に対する受託責任の履行」の観点だけでな

く，「投資家への投資情報の提供」の観点をも含

むものと見られた。

さらに，計算書類における「一般経営計算書」

は，当期業績の表示を重視するものである。すな

わち，配当可能利益計算に結びついた従来の損益

計算脊だけでなく，当期業績主義計算書たる「一

般経営計算轡」の作成を義務づけ，当期の収益力

に関する情報を投資家に提供させるという立法者

の意図が窺える。

また，1966年法では商事裁判所での登記制度と

BALＯでの公告制度が，「現在.･将来株主」への

情報提供チャンネルを確保した。理事会報告書は，

これら開示制度では開示対象瞥類に含まれず，

｢現在株主」だけに対する情報提供書類として位

置づけられた。しかし，既述のとおり，理事会報
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告書の内容に関する法規定を分析すると，必ずし

も「現在株主」だけを目的としたものでしなく，

より広く「現在株主」と一般の「投資家」をも含

めた情報利用者に対する情報提供媒体として捉え

られていたと見られた。ではなぜ法律が伝達チャ

ンネルの確保されていない理事会報告書を「将来

株主」への情報伝達媒体と捉えていたのか。この

理由として，当時の大企業の実践を挙げることが

できる。すなわち，既述のとおり，実践ではすで

に「投資家」を意識した理事会報告書とこれを収

容した年次報告書が作成されていたのである。

ＣＯＢは，理事会報告書を含めた年次報告書を

｢現在・将来株主」に対する情報伝達媒体として

明確に認識し，これらの情報ニーズを考慮した報

告書づくりを推進した。ＣＯＢのこれら活動は，

その後の商事会社法の開示規定の改善．拡充に繋

がり，結果的には会社法の配当規iliUと開示規制の

分化を促進した。特に，開示規制の拡充に大きな

役割を果たしたことは既述のとおりである。以下，

この点を整理してみよう。

・営業報告書において従業員に付与した株式オ

プションに関する報告を義務づけた1987年６

月17日法律

がこれである。

以上の一連の法令による改正により，会社法の

会計規制は次のように情報開示面を拡充させた。

すなわち，

①総会提出義務のある報告書・普類は，「営業

報告響｣，「年次計算書類｣，「会計監査役一般報

告書｣，「会計監査役特別報告轡」となった。

②営業報告書の内容については，一般的な表現

ながら，すべての商事会社に共通の記載事項と

株式会社固有の記載事項が規定された。

③すべての商事会社の営業報告書に共通の内容

として，経過年度の会社の状況，予見できうる

変化，決算日と計算書類作成日との間に生じた

重要な事実，研究開発に関する活動が規定され，

過去・現在情報だけでなく現在・将来情報をも

重視された。

④株式会社に固有の記載事項は，従来と同様，

経過年度の会社の活動，子会社の活動，当該活

動の成果，実現した進歩，遭遇した問題，将来

の見通しの記戟が求められ，受託責任の履行と

しての過去・現在情報の提供だけでなく，投資

情報としての現在・将来情報の提供が引き続き

規定された。

⑤営業報告書において，さらに，次の情報を記

載することが義務づけられた。

・自己株式の取引

・一定の財務見積情報

・当期の重要な資本参加額

・子会社，被支配会社の部門別の活動と成果

・主要株主の氏名と変動

・被支配会社の社名とそれが保有する当社の資

本金部分

・株式の相互持ち合い

⑥会計監査役による次の事項の会計監査役報告

書における証明・報告

・年次計算書類の「誠実な概観」の証明

・連結計算書類を附属せしめている場合の当該

計算轡類の「誠実な概観」の証明

・営業報告書記載の財務情報の真実性とその年

次計算書類との一致性の検証

（５）1980年代における会計規制

既述のとおり，1980年にはいって以下の一連の

法令により，フランスの会社法会計規Iljllはその情

報開示の側面を大幅に拡充させた。すなわち，

・株主総会において自己株式の取引に関する報

告を義務づけた1981年12月30日法律

．「一般会計に関するプラン・コンタブルの規

定を承認し企業に義務付ける1982年４月27日

大蔵省令」

ＥＣ会社法第４号指令を国内化する1983年４

月30日調和化法と11月29日同適用デクレ

・営業報告書において一定の財務見積情報の分

析を義務づけた「企業の倒産の予防と調停的

解決に関する1984年３月１日法律」及びその

適用に係る1985年３月１日デクレ

ＥＣ会社法第７号指令を国内化し連結計算書

類の作成を義務づける1985年１月３日法律と

その適用に係る1986年２月17ﾛデクレ

・営業報告響において重要な資本参加，子会社・

支配会社の部門別の活動と成果．主要株主の

氏名と変動等の記載を義務づけた1985年７月

１２日法律
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概観」の概念あるいは「注記・付属明細書」

の役割の理解とそれらのフランス企業会計へ

の定着化を促進する土壌醸成に貢献してきた

ものと見られる。

.⑩の簡易計算書類については，開示情報の大

幅な増加の見返りとして，簡易年次報告書の

作成を早くから容認してきた。

．⑪の連結計算書類の作成については，「株主．

投資家への投資情報の提供」の観点から，

ＣＯＢは，当初から上場会社の情報開示にお

けるその重要性を認識しており，ＣＯＢ提出

の会社法改正案にその作成義務を盛り込んだ。

1985年法律は，このＣＯＢ提出の改正案が実

現したものである。

また，ＣＯＢによる上場企業の株主総会活性化

の努力，経営幹部の情報公表に対する意識改革等

の努力は，会社法に導入された「誠実な概観」の

概念のフランス企業会計における定着化に貢献し

てきたものと見られる。

以上のように，フランス企業の「株主総会時の

情報」の改善に係るＣＯＢの活動は，「株主．投

資家に対する情報提供」の観点から会計デイスク

ロージャー制度の改善を推進するものであり，そ

の活動は会社法会計規制における開示面の大幅な

拡充と新会計規制の実践定着化に重要な役割を果

たしてきたものと考える。特に，「連結計算書類」

の法制化に果たしたＣＯＢの貢献は極めて大きい。

「連結計算書類」は，配当利益計算に関係しな

いものと位置づけられ，フランスのデイスクロー

ジヤー規Iillにおいて，証券市場を中心とした情報

要求の高まりや国際的な会計基準への対応の面で

非常に重要な役割を果たしている。当該書類の法

制化によって，会社法会計規制における開示規制

と配当規制の分化は決定的なものとなったと見ら

れる。最後にこの点を考察しておきたい。

・営業報告書における重要な資本参加，主要株

主とその変動，株式相互の持ち合い

・年次計算書類の評価・作成方法の変更

⑦年次計算書類は「一般経営計算書」「損益計

算書」「貸借対照表」の構成が「成果計算書」

「貸借対照表」及び「注記・附属明細書」の構

成となった。会社法にイギリスの「真実かつ公

正な概観」に相当する「誠実な概観」の概念が

導入され，「注記・附属明細書」の役割が「誠

実な概観」との関係で重要となった。「誠実な

概観」のフランス企業会計における導入は，経

営者，会計専門家の判断の重要性と責任を高め

るものと見られた。

③商法典における評価規則，「正規性」「真実性」

及び「誠実`性｣，「継続性」「総額表示」「期首貸

借対照表の不変性」「慎重性」「経営の継続性」

「事業年度の特定化｣，減価償却と引当金の規定

⑨貸借対照表と成果計算書の分類基準と項目の

法定，及び注記・附属明細書の最低限必要な内

容の法定

⑩小規模企業に対する簡易年次計算書類の容認

⑪小規模グループを除くすべての企業に対する

年次連結計算書類の作成義務づけ

これら開示規制の大幅な拡充は，1966年商事会

社法に現れた「投資家に対する投資情報の提供」

の観点をさらに発展させたものである。そこで重

要な点は，既述のとおり，これら「株主・投資家

への投資情報の提供」の観点から，会社法の開示

規制の大幅な拡充にＣＯＢが大きく貢献してきた

ことである。すなわち，

．②～④の営業報告書の内容については，「株

主・投資家への投資情報の提供」の観点から，

それを収容する年次報告書の作成指針を確立

し，記載内容を詳細にかつ具体的に勧告して

きた。

.⑤の一定の財務見積情報，主要株主情報につ

いては，同様の観点から，ＣＯＢの勧告書の

中で実践が勧告されてきた。

.⑦の年次計算書類については，「株主．投資

家への投資`情報の提供」の観点から，ＣＯＢ

はその「注釈」の重要`性を早くから認識し，

資金計算書をも含めた年次計算書類の体系を

勧告してきた。このＣＯＢの努力は「誠実な

３．連結計算書類の重視とⅢ情報化・国際化への

対応

（１）連結計算書類の作成と多様な評価基準の

採用

「連結計算書類」に係る1986年２月１７日デクレ

第86-221号第1条（1967年３月23ロデクレ改正248-
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8条）の規定により，連結計算書類の作成にあたっ

ては，商法典第12条～15条規定（すべての商人の

会計に適用）の評価方法によらず，別の評価方法

を用いることができる。なお，上記デクレ248-

8条の規定は，商事会社作成の連結計算書類だけ

に適用されるものである。

連結計算書類の作成にあたっては，まず，商

法典の評価規則を尊重しなければならない（1966

年商事会社法第357-7条)。しかし，場合によって

は，商法典に規定する評価方法以外の方法を用い

て連結計算警類を作成することが可能である。例

えば，ＬIFO，リース，換算差額（1966年商事会社

法第357-8条，1967年デクレ248-8条）等がこれで

ある。

これらは，ＥＣ会社法第４号指令で認められて

いるが，フランスでは個別年次計算書類の作成に

あたっては使用できないものである。従って，フ

ランスでは，連結計算書類の作成上商法典の評価

方法以外の評価方法を使用できるため，連結計算

書類の作成を通じて国際的に認められた会計基準

を考慮するのが可能となっている(2)。

算書類の作成上一時所有有価証券と棚卸資産は，

加重平均法または先入先出法（FIFO）による。

これに対して，デクレ248-8条c）規定の評価

規則によれば，連結計算書類作成上上記商法典規

定の計算方法以外に，後入先出法（ＬIFO）を用

いることが可能である。この場合，各範畷別に

LIFOを採用でき，また，一定の活動部門ないし

地域に限定して適用することも可能である。この

詳細は注記・付属明細書に表示し，その理由を付

さねばならない。

。）棚卸資産製造の資金調達のために借り入

れた資金の利子のその原価への算入

この点については，商法典の評価規則に規定が

ないが，実践では，個別計算書類作成上原価への

算入には，生産のサイクルが年度期間を越えるこ

とが必要である。

これに対して，デクレ248-8条｡）によれば，

連結計算瞥類の作成にあたって原価への算入は，

個別計算瞥類のケースと異なり生産のサイクルが

年度期間を越えることを要求するものではない。

ｅ）リース契約（ないし類似の契約）による資産

この点についても，商法典の評価規則に規定は

ない。しかし，デクレ248-8条e）によれば，連

結計算瞥類の作成上，会社がその資産の所有者で

あるかのように見なして，保有固定資産として処

理することが可能である。この詳細についてはプ

ラン・コンタブルが規定している。

ｆ）リース契約により当社が顧客の利用に委ね

ている資産

これについても同様に，同条f）によれば，あ

たかも所有していないかのように資産から除外す

ることができる。

ｇ）個別計算書類記載の換算差額

デクレ248-8条g）によれば，連結計算書類の

作成上借方・貸方の換算差額は，連結成果計算書

に記載することができる。詳細はプラン・コンタ

ブルが規定している。

ｈ）特定の借入れ資金の自己資本への記載

デクレ248-8条h）によれば，与信者の発意で

の償還も利益不在ないし不十分な時の義務的償還

も規定していない発行契約で資金を受け入れた場

合，これらは連結計算書類作成上．自己資本に記

載することができる。

（２）1967年デクレ248-8条規定の評価規則

1967年デクレ248-8条の評価規定を商法典の

評価規定と比較してみよう。

ａ）指数修正歴史的原価法

商法典第２条1項規定の評価規則によれば，計

算書類の作成上有償取得の資産，無償取得の資産

及び製造した資産の評価は，それぞれ「取得原価」

｢市場価値」「製造原価」による。

これに対して，デクレ248-8条a）規定の評価

規則によれば，連結計算書類作成上上記商法典規

定の評価方法以外に，購買力で修正した評価額を

用いることが可能である。その際，当該方法の資

産，負債，資本に対する影響は，連結自己資本に

おいて別々に表示される。

ｂ）取替価値法

さらに，同条b）によれば，償却性有形固定資

産と棚卸資産を「取替価値」で評IilIiすることが可

能である。これら再処理の相手勘定は，適切な項

目で分離する。

ｃ）後入先出法

商法典第２条３項規定の評価規則によれば，計
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ｉ）特定の評価方法の使用

特別法に定められた評価方法の適用を受ける組

織が保有する資産は，連結計算書類の作成上これ

ら評価方法を適用することができる。特に，会社

型オープン投資信託（SICAV）等の投資機関の

場合，その保有有価証券は「市場価値」で評価さ

れる。

以上の連結計算書類作成上の評価基準のオプショ

ンにより，個別計算書類作成にあたって使用でき

ない評価方法を用いることが可能となる。

既述のとおり，フランス会社法は，小規模企業

を除いてすべての会社に対して連結計算書類の作

成を義務づけている。もちろん上場企業は例外な

くこれを作成しなければならない。さらに，連結

計算書類は監査を義務づけられる（1967年デクレ

193条)。また，会社法は連結計算轡類を配当可能

利搬計算に関係しないものと位置づけている。従っ

て，配当利益計算は商法典第12条～15条に従って

作成される個別企業の計算書類に基づいている。

ＣＯＢがその法制化に重要な貢献を果たしたフ

ランスの連結計算書類は，多様な評価方法の選択

承認，監査義務づけ，配当可能利益計算からの分

離，の仕組みを通じて，証券市場における投資`情

報要求の高まりや国際的な会計基準への適応の問

題に応えてきたのである。
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